
５．ダム建設事業の見直しについて

治水事業については、「できるだけダムにたよらない治水」へ政策転換す

るとの考え方に基づき、事業実施中のダム事業を「検証の対象とするもの※」

と「事業を継続して進めるもの」とに区分した上で、検証の対象となるダ

ム事業について、平成２１年１２月３日に立ち上げた「今後の治水対策の

あり方に関する有識者会議」が本年夏頃に中間とりまとめとして示す予定

の新たな基準に沿って、個別ダムの検証を行うこととしたところ。（※「要請」

するものも含む）

これに基づき、ダム建設事業の平成２２年度予算案においては、具体的

に、以下のように措置。

○継続して進めることとしたダム事業（47事業（55施設））

・可能な限り計画的に事業を進めるために必要な予算を計上。

（川辺川ダムは生活再建事業を継続）

○検証の対象となるダム事業（89事業（90施設））

・基本的に、①用地買収、②生活再建工事、③転流工工事、④本体工

事の各段階に新たに入らないこととし、地元住民の生活設計等への

支障も配慮した上で、現段階を継続する必要最小限の予算を計上。

（八ッ場ダムは生活再建事業を継続。平成21年12月以降に本体工事の契約を行った、または

予定している補助ダム事業については、別途改めて判断する。）

なお、各道府県実施のダム事業については、平成２１年１２月１５日付

の文書等により、関係道府県知事に対して、検証の対象となるダムも含め、

検証への協力を要請したところであり、補助ダム事業の予算については、

実施計画確定後に公表することとする。


